
 

 

 

 

 

 

 

南海トラフの巨大地震モデル検討会 

中間とりまとめ（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２３年１２月２７日 

 

南海トラフの巨大地震モデル検討会 

資料１ 



目次 

 

Ⅰ．はじめに…………………………………………………………1 

 

Ⅱ．南海トラフの最大クラスの巨大な地震・津波に関する検討ス

タンス …………………………………………………………4 

１．これまでの対象地震・津波の考え方………………………4 

２．東北地方太平洋沖地震から得られた教訓と知見…………4 

３．南海トラフにおける最大クラスの地震・津波の考え方…5 

（１）南海トラフで発生した過去地震の特徴 

（２）地震学的に考えられる巨大地震モデルの構築 

４．調査・研究成果の活用の考え方……………………………8 

（１）過去地震に関する調査・研究 

（２）フィリピン海プレートの構造等に関する調査・研究 

 

Ⅲ．過去地震の震度分布・津波高に関する調査・研究成果 

について ………………………………………………………11 

１．古文書調査 …………………………………………………13 

（１）震度分布に関する資料 

（２）津波高に関する資料 

２．津波堆積物・地殻変動痕跡等の調査 ……………………17 

（１）高知大学による調査 

（２）産業技術総合研究所グループによる調査 

３．遺跡の液状化痕跡調査 ……………………………………27 

４．地殻変動調査 ………………………………………………30 

５．１．～４．の調査のまとめ ………………………………31 

 

Ⅳ．フィリピン海プレートの構造等に関する調査・研究成果 

について ………………………………………………………35 

１．フィリピン海プレートの形状等 …………………………35 

  （１）フィリピン海プレートの構造に関する調査・研究 



  （２）プレート運動に関する調査・研究 

（３）フィリピン海プレートと陸側のプレートの境界面の形

状 

２．南海トラフにおける津波発生メカニズム ………………42 

（１）津波発生メカニズムに関する調査・研究 

（２）分岐断層に関する調査・研究 

 

Ⅴ．想定震源域・想定津波波源域と地震規模 …………………46 

１．想定震源域・想定津波波源域 ……………………………46 

２．想定地震の規模 ……………………………………………52 

（１）マクロ的な断層パラメータ等について 

（２）想定震源域に対応する地震の規模（暫定値） 

 

Ⅵ．今後の検討について …………………………………………56 

１．震源断層モデル・津波断層モデルの構築 ………………56 

２．震度分布・津波高等の推計 ………………………………56 

（１）震度分布の推計手法について 

（２）津波高等の推計手法について 

３．今後の検討に当たっての留意事項 ………………………62 

 

参考文献…………………………………………………………65 

 

委員名簿…………………………………………………………70 

 

開催経緯…………………………………………………………71 



   

1 
 

Ⅰ．はじめに  

 

 日本列島は、4 つのプレートが相互に接する地域に位置し、そ

れらの境界で日本海溝、相模トラフ、南海トラフが形成されてい

る。このうち、南海トラフは、駿河湾から九州にかけての太平洋

沖のフィリピン海プレートと日本列島側のユーラシアプレートな

どの大陸側のプレートが接する境界に形成されている。南海トラ

フでは、フィリピン海プレートが大陸側のプレートの下に潜り込

み、大陸側のプレートの端が引きずり込まれている。このためひ

ずみが徐々に蓄積され、それが限界に達し、元に戻ろうとするこ

とで海溝型の巨大地震が発生する。近年では、1854 年に安政東

海地震と安政南海地震、1944 年に昭和東南海地震、1946 年に昭

和南海地震が発生している。南海トラフの巨大地震の発生間隔が

おおむね 100～150 年であることから、当該地域で巨大地震が発

生する状況にあることが懸念されている。  

 

 このため、政府においては、1944 年昭和東南海地震において断

層が破壊しなかった駿河湾付近を主たる震源域とする東海地震に

ついて、いつ巨大地震が発生してもおかしくないものとして、昭

和 53 年 6 月の大規模地震対策特別措置法の制定以来、「東海地震

対策大綱」（平成 15 年 5 月中央防災会議決定）の策定など、鋭意

対策が進められてきた。  

また、遠州灘西部から土佐湾までのプレート境界を主たる震源

域とする東南海・南海地震について、今世紀前半にも発生が懸念

される地震として、「東南海・南海地震対策大綱」（平成 15 年 12

月中央防災会議決定）の策定など、鋭意対策が進められてきた。  

このように、これまでは地震発生の切迫性の違い等から、東海

地震と東南海・南海地震について、それぞれ個別に対策が進めら

れてきた。  

 

 一方で、「東南海・南海地震対策大綱」においては、「今後、東
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海地震が相当期間発生しなかった場合には、東海地震と東南海・

南海地震が連動して発生する可能性も生じてくると考えられるた

め、今後 10 年程度経過した段階で東海地震が発生していない場

合には、東海地震対策と合わせて本大綱を見直すものとする」と

されているが、現時点で既に同大綱の決定から約 8 年が経過して

いる。さらに、文部科学省による「東海・東南海・南海地震連動

性評価研究プロジェクト」を始めとして、平成 15 年以降数多く

の調査研究成果が蓄積されてきている。  

 

 折しも、このような状況のもと、平成 23 年 3 月 11 日に発生し

た平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震は、これまでの想

定をはるかに超える巨大な地震・津波により、一度の災害で戦後

最大の人命が失われ甚大な被害をもたらした。東北地方太平洋沖

地震を契機として中央防災会議の下に設置された「東北地方太平

洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」（以下

「地震・津波対策専門調査会」という。）の中間とりまとめに伴う

提言（平成 23 年 6 月 26 日）では、「今後、地震・津波の想定を

行うにあたっては、これまでの考え方を改め、津波堆積物調査な

どの科学的知見をベースに、あらゆる可能性を考慮した最大クラ

スの巨大な地震・津波を検討していくべきである」とされており、

今後、この考え方に基づき、南海トラフの巨大地震対策を検討す

る際に想定すべき最大クラスの地震・津波について検討を進めて

いくことが必要となった。  

 

 こうしたことを背景として、南海トラフの巨大地震を対象とし

て、これまでの科学的知見に基づき想定すべき最大クラスの対象

地震の設定方針を検討することを目的として、平成 23 年 8 月、

内閣府に「南海トラフの巨大地震モデル検討会」（以下「本検討会」

という。）が設置された。  

 本検討会では、これまで７回にわたり、南海トラフで過去に発

生した地震、プレート形状や発生メカニズムに係る科学的な知見
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などについて、文部科学省地震調査研究推進本部地震調査委員会

（以下「地震調査委員会」という。）と連携し検討を進めてきた。 

 

この「中間とりまとめ」は、南海トラフの巨大地震モデルの想

定震源域・想定津波波源域の設定の考え方や最終とりまとめに向

けた検討内容等について、とりまとめたものである。  
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Ⅱ．南海トラフの最大クラスの巨大な地震・津波に関する検討ス

タンス  

 

１．これまでの対象地震・津波の考え方  

 

 これまで中央防災会議が対象としてきた南海トラフで発生す

る大規模地震の想定は、過去に発生した地震と同様な地震に対

して備えることを基本として、過去数百年間に発生した地震の

記録の再現を念頭としてきた。  

東南海地震・南海地震では、過去に発生した地震として、研

究者により過去の資料が整理されている 1707 年宝永地震、

1854 年安政東海地震、1854 年安政南海地震、1944 年昭和東南

海地震、1946 年昭和南海地震の 18 世紀以降の直近の 5 つの地

震について、古文書調査により震度分布・津波高を抽出整理し、

その再現性を評価したうえで、地震モデルを構築してきた。  

なお、地殻変動については、過去の地殻変動と古文書調査を

基に構築された地震モデルに矛盾がないかの点検に活用してき

たが、津波堆積物調査については、これまで地震モデル構築に

は活用していなかった。  

 

２．東北地方太平洋沖地震から得られた教訓と知見  

 

 地震・津波対策専門調査会は、東北地方太平洋沖地震と想定

対象地震・津波との食い違いへの反省と、今後の防災対策で想

定対象とする地震・津波の考え方を報告している。  

 報告では、東北地方太平洋沖地震は、日本海溝の複数の震源

域が連動したマグニチュード 9.0 の地震であったが、過去数百

年間の資料ではこのような地震は確認できず、想定してこなか

ったことから、地震・津波の想定の考え方を抜本的に見直す必

要があるとの考えが示されている。  

 対象地震・津波を想定するためには、出来るだけ過去に遡っ
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て地震・津波の発生等をより正確に調査し、古文書等の史料の

分析、津波堆積物調査、海岸地形等の調査などの科学的知見に

基づく調査を行い、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨

大な地震・津波を検討していくべきとされている。  

 

３．南海トラフにおける最大クラスの地震・津波の考え方 

 

地震・津波対策専門調査会の報告にあるとおり、今回の東北

地方太平洋沖地震は、我が国の過去数百年間の資料では確認で

きなかった巨大な地震であり、過去数百年間に発生した地震・

津波を再現することを前提に検討する従前の手法には限界があ

る。さらに、過去千年間程度より前に発生した 869 年貞観地震

のものと考えられる東北地方太平洋沖地震発生前の津波堆積物

調査に基づいて推定された津波波源域及び地震の規模は、東北

地方太平洋沖地震よりかなり小さかった（宍倉 ,2011）（佐竹・

他 ,2011）。このことは、仮に、過去数千年間の地震・津波の記

録だけに基づいて地震・津波の震度分布・津波高を再現したと

しても、それが、今後発生する可能性のある最大クラスの地震・

津波であるとは限らないことを意味している。  

したがって、検討に当たっては、地震調査委員会と引き続き

十分に連携し、南海トラフで発生した過去地震の特徴やフィリ

ピン海プレートの構造等に関する特徴などの現時点の科学的知

見に基づきあらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨大な地

震・津波を検討する必要がある。  

  検討に当たっての考え方は、以下のとおりである（図Ⅱ .1 参

照）。  
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図Ⅱ.1 南海トラフにおける最大クラスの地震・津波の考え方 
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（１）南海トラフで発生した過去地震の特徴 

 

南海トラフで発生する可能性のある地震・津波の検討に当た

っては、まず、この地域で過去に発生した地震・津波の発生履

歴とそのメカニズムを把握する必要がある。そのため、南海ト

ラフで発生した地震・津波について、できるだけ過去に遡り、

地震・津波の震度分布・津波高に関する古文書調査、地震時に

発生した地殻変動等に関する調査（地殻変動痕跡調査）、津波堆

積物等の調査から得られた知見を整理し、南海トラフで発生し

た過去地震の姿を明らかにする。  

 

（２）地震学的に考えられる巨大地震モデルの構築 

 

過去の地震から確認できた地震・津波の震度分布・津波高を

再現したとしても、それが今後発生する可能性のある最大クラ

スの地震・津波であるとは限らないことから、地震学的知見を

踏まえあらゆる可能性を考慮した巨大地震モデルを構築する必

要がある。  

 

① フィリピン海プレートの構造等に関する特徴の把握 

断層モデルに係る科学的知見に基づき、最大クラスの巨大

な地震・津波を発生させる想定震源域・想定津波波源域を設

定するため、フィリピン海プレートの構造・形状、運動メカ

ニズム等に関する調査等の最新の研究成果を整理すること

により、南海トラフに係るフィリピン海プレートの構造等の

特徴を把握する。  

また、東北地方太平洋沖地震から得られた知見を踏まえ、

津波地震の発生についても検討する。  

 

② 想定震源域・想定津波波源域の設定 

①を踏まえ、地震学的知見に基づき、最大クラスの地震・
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津波を発生させる想定震源域・想定津波波源域をフィリピン

海プレートと陸側のプレートの境界面上に設定する。  

また、過去の事例から見ると、広い震源域の中でも、強震

動を発する断層領域と津波を発生させる断層領域は、概ね共

通するものの、必ずしも一致するものではなく、津波を発生

させる断層領域の方が広い場合がある。  

そのため、今回の巨大地震モデルの検討においては、強震

動を評価するための震源断層モデルと津波を評価するため

の津波断層モデルは別々に検討することとし、震源断層モデ

ルに対応する領域を震源域、津波断層モデルに対応する領域

を津波波源域として区別して用いることとする。  

 

  ③ 巨大地震モデル（震源断層・津波断層モデル）の構築 

②で設定した想定震源域・想定津波波源域に対して、地震

の規模、断層の破壊開始点、アスペリティ（震源域の中で特

に強い地震動を発生する領域）の位置、断層すべり量、津波

地震の発生場所やそのすべり量等を設定し、南海トラフで今

後発生する可能性のある巨大地震モデルを構築する。  

これらの各種断層パラメータ等の設定においては、南海ト

ラフで発生した過去地震の発生間隔、アスペリティの位置及

び断層すべり量等や、フィリピン海プレートの運動速度・形

状、津波地震の発生の可能性等の特徴の整理、南海トラフ以

外の地域における地震の規模と断層面積、アスペリティの位

置、断層すべり量等の関係等の整理を踏まえることとする。 

 

４．調査・研究成果の活用の考え方  

   

本検討会では、地震・津波対策専門調査会の報告を踏まえ、

科学的知見を踏まえたあらゆる可能性を考慮した最大クラスの

地震・津波を検討するために、これまでの検討に用いた 1707

年宝永地震以降の 5 つの地震に加え、1707 年宝永地震より前に
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発生した地震も含め、できるだけ多くの地震を対象として資料

を収集・整理し、検討に活用することとする。  

検討に当たって収集・整理した資料と活用の考え方について

は、以下のとおりである。  

 

（１）過去地震に関する調査・研究 

 

   過去地震に関する調査・研究を収集・整理し、過去地震の

発生間隔、震度分布・津波高等を明らかにするとともに、こ

れらの資料を各種断層パラメータ等の検討に活用する。  

 

①  古文書調査 

 これまでの検討では、1707 年宝永地震以降の古文書を対象

とし震度分布・津波高を整理したが、今回は 1707 年宝永地

震より前の地震についても収集・整理の対象とした。その際、

中央防災会議「東南海、南海地震等に関する専門調査会」以

降の研究・調査の成果も収集・整理した。  

 

②   津波堆積物調査・地殻変動痕跡調査  

 これまでの中央防災会議の検討では活用していなかった

津波堆積物・地殻変動痕跡に関する研究・調査の成果を収

集・整理した。  

 

③ 遺跡の液状化痕跡調査  

 遺跡の発掘の際に発見された地震痕跡（液状化痕跡）に関

する研究・調査の成果を収集・整理した。  

 

④ 地殻変動調査  

 地震時の地殻変動については、古文書による研究・調査の

成果を収集・整理した。  
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（２）フィリピン海プレートの構造等に関する調査・研究  

 

①  フィリピン海プレートの形状等  

 フィリピン海プレートの構造・形状等についての研究・調

査の成果等を収集・整理した。これを踏まえ、フィリピン海

プレートと陸側のプレートの境界の形状を設定する。  

 

②  南海トラフにおける津波発生メカニズム等  

 南海トラフにおける津波発生メカニズムの研究として、津

波シミュレーションによる過去地震の津波波源域推定の研

究の成果を収集・整理した。  

 また、津波地震を発生させる可能性のある断層として分岐

断層に関する調査・研究の成果を整理した。  

 これらの調査・研究の成果を踏まえ、津波地震についても

検討する。  
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Ⅲ ． 過 去 地 震 の 震 度 分 布 ・ 津 波 高 に 関 す る 調 査 ・ 研 究 成 果  

について  

 

駿河湾から九州にかけての南海トラフの領域では、沈み込むフ

ィリピン海プレートと陸側のプレートとの境界で、マグニチュー

ド８を超える巨大な海溝型の地震（プレート境界地震）が、概ね

100～150 年の間隔で繰り返し発生している。これまでの調査で

は、684 年天武地震（白鳳地震とも呼ばれる）、887 年仁和地震、

1096 年永長地震、1099 年康和地震、1361 年正平（康安）地震、

1498 年明応地震、1605 年慶長地震、1707 年宝永地震、1854 年

安政東海地震・南海地震、1944 年昭和東南海地震、1946 年昭和

南海地震が知られている（図Ⅲ .1 参照）。  

 過去の地震の震度分布・津波高を収集・整理した資料は、地震

規模の推定やアスペリティの位置などを設定する際の根拠資料で

あり、また、津波堆積物調査等の資料は、古文書資料で収集でき

るデータが過去数百年間に限られることに対し、過去数千年間に

わたり地震・津波の発生履歴やその大きさを確認することができ

る重要な資料である。  

 中央防災会議 (2003)の検討では、1707 年宝永地震以降の地震に

ついての震度分布及び津波高・地殻変動の資料を基に、想定地震

の震度分布・津波高を検討した。  

本検討会で検討を行うに当たり、前回の検討から既に約８年が

経過していることから、できるだけ多くの地震・津波を対象とし

て古文書等に関する最新の研究成果の収集に加え、近年、調査が

開始された津波堆積物等に関する研究成果等最新の研究成果を収

集し、地震の発生履歴及び過去地震の震度分布・津波高等につい

て整理した。  
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図Ⅲ.1 南海トラフ沿いで発生が知られているプレート境界地震

参考文献 
1)  679 年 ～ 1884 年 ：気象庁（1983）, 被害地震の表と震度分布図  
2) 1885 年 ～ 1980 年 ：宇  津（1982）, 日本付近のＭ 6.0 以上の地震及び被害地震の表:1885 年～1980 年  
3) 1951 年 ～ 1995 年 5 月 ：気象庁, 地震月報 
   注）重複する地震の緒元は，上記の順位で採用した。 
 
※1605 慶長地震以前の地震の震源域の広がりについては、信頼性に留意が必要である。 
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１．古文書調査  

  

（１）震度分布に関する資料  

 

震度分布に関する資料は、松岡・都司 (2010)等の９資料を新

たに収集・整理した。中央防災会議 (2003)が対象とした過去地

震の震度分布に新たに収集・整理した震度分布を加えて表示し

たものが図Ⅲ .2 である。追加された震度分布は、いずれも 1707

年宝永地震以降の資料であること、紀伊半島以西ではほとんど

追加データがないことなどから、現時点で収集・整理した資料

では、古文書による震度分布の解明には一定の限界がある。  

なお、1707 年宝永地震による被害は、木造家屋に対する被害

よりも、寺社等の大きな構造物に対する被害の方が大きかった

等（松浦・他，2011）の指摘もあることから、さらなる検討が

必要である。  
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（２）津波高に関する資料  

 

津波高に関する資料は、行谷・都司 (2005)等の 2002 年以降

の 4 資料に加え、それ以前の資料を含めて、新たに収集・整理

した。中央防災会議 (2003)が対象とした過去地震の津波高分布

に、今回新たに収集した津波高を加えたものが図Ⅲ .3 である。

これらのデータについては、その信頼性を確認する必要があり、

現在、資料の信頼性を含む再評価に関する調査が精力的に進め

られている。例えば、1605 年慶長地震や 1707 年宝永地震の検

討における八丈島の津波高について、従来言われていたような

高さではなく、1605 年慶長地震の津波は 10m あるいはそれよ

りも低く、1707 年宝永地震のものは更に低いことが明らかとな

っている。  

また、震度分布データと同様に、データの存在期間が 16 世

紀以降のものが主であること、データそのものの信頼性の確認

が必要であることから、古文書または津波高そのものについて、

時代別に信頼基準を設けているが、現時点で収集・整理した資

料では、古文書による津波高の解明には一定の限界がある。  
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２．津波堆積物・地殻変動痕跡等の調査  

 

 過去の津波の大きさや発生履歴等を明らかにする調査として、

近年、津波堆積物、地殻変動の痕跡等の調査が実施されている。

これらの調査は、過去数千年間にわたり、地震・津波の発生履

歴等を確認することができる。  

 津波堆積物生成の概念図を、図Ⅲ .4 に示す。この図から分か

るとおり、津波堆積物の調査は、津波堆積物が形成されやすく、

かつそれらが保存されやすい地形環境を満たしている場所で選

定して実施されるのが基本で、また、過去数千年間に堆積した

津波堆積物は未固結堆積物中に含まれており、人工改変など、

環境が変わっていないこと等も条件となる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.4 津波堆積物生成の概念図 

  

巨大津波は、海底深くの土砂や生物
の遺骸などもまきこみ、岸に押し寄
せる 

海岸近くの浜堤を崩し、土砂を平野
部へ運ぶ 

巨大津波の襲来のたびに、津波に運
ばれた土砂が堆積し、通常時に堆積
する土砂と互層構造を形成する 

津波堆積物は、海岸に面した平野・
湿地帯、湖沼において保存されてい
ることが多い 

浜堤  湖沼  
湿地帯  

※この図にあるような湿地帯（低地）や湖沼のほかにも、海岸沿いの
狭い平坦地においても津波堆積物が期待できる場所がある。  
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津波堆積物の年代は、放射性炭素同位体の測定により行われ

ている。地層中に噴火年代が分かっている火山灰が検出できた

場合には、それと比較しより精度の高い年代決定が行われてい

る。そのほか、考古学的遺物の土器片等の同定により行われる

こともある。  

 東海から九州にかけて行われている津波堆積物等の調査は、

現時点では、湖沼の堆積物を対象としている高知大学による調

査、陸上の堆積物及び地殻変動の痕跡等を対象としている産業

技術総合研究所グループによる調査がある。  

 なお、現時点で津波堆積物等の調査が行われている地点数は

必ずしも十分ではなく、今後、より多くの地点で調査が行われ

る必要がある。  

 

（１）高知大学による調査 

 

高知大学による調査の特徴は、海岸近くの湖沼に堆積してい

る津波堆積物を対象としていることである。湖沼においては、

比較的堆積環境が安定しており、津波堆積物が保存されやすい

ことが利点である。  

高知大学では、現在までに九州東岸から浜名湖に至る太平洋

沿岸の湖沼において調査を行っており、九州東岸の龍神池、土

佐湾のただす池・蟹ヶ池、四国東岸の田井ノ浜の池・蒲生田の

池、浜名湖等の調査結果より、過去 3500 年間の南海地震履歴

を整理している。津波の発生時期と同時に、津波堆積物全体の

厚さ、砂層の厚さ、粒度分布、削剥量、堆積構造などから、そ

の湖沼における津波の相対的な大きさの違いを明らかにしよう

と試みている。  

これらの調査により確認された津波のコア資料の一例を図

Ⅲ .5 に、津波の履歴を図Ⅲ .6 に示す。  

 

① 高知県蟹ヶ池と徳島県田井ノ浜の池の津波堆積物を見る
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と、1707 年宝永地震と 1854 年安政南海地震それぞれに対応

すると考えられている津波堆積物が得られているが、 1946

年昭和南海地震に対応するものは確認できない。これらの津

波堆積物を比較すると、蟹ヶ池では、1854 年安政南海地震

に比べ 1707 年宝永地震に対応する津波堆積物は厚く、田井

ノ浜の池では、逆に、1854 年安政南海地震の方が厚い。  

古文書調査によると、1946 年昭和南海地震の津波は、1707

年宝永地震、1854 年安政南海地震のものに比べ小さく、1707

年宝永地震と 1854 年安政南海地震の津波高を比較すると、

蟹ヶ池のある高知県土佐湾では 1707 年宝永地震の津波の方

が高く、逆に田井ノ浜の池のある徳島県では、1854 年安政南

海地震の津波の方が高い。  

九州東岸の龍神池では、1707 年宝永地震に対応すると考え

られる津波堆積物のみ得られ、1854 年安政南海地震、1946

年昭和南海地震に対応するものは確認出来ない。この地域で

は、古文書調査によって、1707 年宝永地震による津波が特に

高かったことが明らかになっている。  

これらのことから、同じ調査地点で堆積環境に変化が無か

ったと考えた場合、津波堆積物からある程度津波の大きさを

判断できる可能性がある。  

 

② 蟹ヶ池の津波堆積物を見ると、 1361 年正平地震または

1099 年康和地震、684 年天武地震及び AD300～600 年の地

震に対応する津波堆積物が確認され、その層厚は 1707 年宝

永地震のものよりも薄い。約 2000 年前の津波堆積物は、1707

年宝永地震と同等、もしくはそれ以上の層厚を持つだけでな

く、より粗粒な堆積物によって構成されている。  

 田井ノ浜の池の津波堆積物では、AD1000 年以降とされる

地震に対応する津波堆積物の厚さは 1707 年宝永地震よりも

薄い。約 2000 年前の津波堆積物は、1854 年安政南海地震の

それと比較して特に厚い砂層を持っている。  
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蟹ヶ池及び田井ノ浜の池の堆積環境に変化がないとすると、

約 2000 年前に発生した地震による津波は、1707 年宝永地震

（田井ノ浜の池では 1854 年安政南海地震）のものと同じか

それよりも大きな可能性があり、それ以降のものでは、1707

年宝永地震（田井ノ浜の池では 1854 年安政南海地震）のも

のが最大のものであった可能性がある。これに対応する津波

堆積物は、徳島県蒲生田の池及び三重県尾鷲市須賀利大池で

も確認されているが、過去 3500 年間の試料で津波堆積物が

明瞭に確認できるのは、この地震に対するもののみである。

これらの場所でも、少なくとも約 2000 年前の地震による津

波が最大であった可能性がある。  

  津波発生の履歴について見ると、龍神池、ただす池の津波

堆積物では、およそ 3300 年前から 1300 年にかけての約 2000

年の間に、少なくとも 7～8 層の津波堆積物が確認されてお

り、ある程度大きな津波は、300～400 年間隔で発生してい

ると思われる。  

 
図Ⅲ.5 大分県龍神池のコア資料（津波堆積物調査・例） 

（本検討会第５回会合 岡村眞委員提供資料） 
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図Ⅲ.6 高知大学の津波堆積物調査によるイベント履歴一覧図 

高知大学の資料を基に

作成 
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（２）産業技術総合研究所グループによる調査  

 

 産業技術総合研究所グループは、南海トラフにおいては、志

摩半島から伊豆半島にかけての多くの調査地で津波堆積物調査

や地殻変動痕跡による地震履歴調査を行っている。津波堆積物

調査では、主として湿地帯を調査地としており、海側から内陸

にかけて複数の掘削地点を設け津波が到達した範囲を調査する

ことが特徴的である。  

 

① 津波堆積物調査 

三重県の志島、静岡県の湖西市、太田川の低地及び伊豆半

島井田地区での津波堆積物調査により、古文書調査により知

られている幾つかの過去地震と対応する津波堆積物が確認

された（Komatsubara et al.，2008）。三重県の志島の例を

図Ⅲ .7 に示す。また、確認された津波の履歴を図Ⅲ .11 に示

す。  

 志島の調査によると、この地点での津波は、約 2100 年前

のものが大きく、1498 年明応地震のものは、それよりもさら

に大きな可能性がある（藤野・他，2008）。  

  太田川の低地での調査では、調査地点の標高が 1707 年宝

永地震以降 140cm 以上隆起していることが分かった（藤原・

他，2009）。  

 
図Ⅲ.7 志島における津波堆積物調査（藤野・他，2008） 
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② 地殻変動痕跡調査 

静岡県御前崎（Fujiwara et al.，2009）、榛原低地（藤原・

他，2009）、浮ヶ原（藤原・他，2007）において、ボーリン

グによる地質調査を行い、地殻変動の痕跡を調査し、古文書

調査により知られている幾つかの過去地震と対応する地震

時の地殻変動の痕跡が確認された。静岡県御前崎の例を図

Ⅲ .8 に示す。また、地震時の御前崎の隆起量に比べ榛原低地

の隆起量は小さいことが分かった。  

紀伊半島南部では、生物遺骸による地殻変動痕跡調査も行

われており、1361 年正平（康安）地震と 1707 年宝永地震は

他の地震に比べ地震時の変位量が大きかったと推定されて

いる（宍倉・他，2008）（図Ⅲ .9 参照）。  

これら調査により確認された地震の履歴を図Ⅲ .11 に示す。

その結果、紀伊半島から静岡県の沿岸部では、過去 2000 年

間において、10 回の津波が確認できる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.8 駿河湾御前崎における地殻変動履歴調査 

（Fujiwara et al., 2009）  
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図Ⅲ.9 紀伊半島串本における地殻変動履歴調査の例 

（宍倉・他, 2008） 
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③ 津波で移動した岩の調査 

紀伊半島の潮岬における橋杭岩と呼ばれる巨岩の調査によ

り、巨岩を移動させた津波の発生時期が推定され、巨岩の移

動は、1099 年康和地震あるいは 1361 年正平（康安）地震の

発生時期と、1707 年宝永地震の発生時期の２つの時期に発生

していることが分かった（図Ⅲ .10 参照）。これらに対応する

津波は、他の地震の津波に比べると大きく、その発生間隔は

400～500 年である（宍倉・他，2011）。  

これらの調査により確認された津波の履歴を図Ⅲ .11 に示

す。  

 

 

図Ⅲ.10 潮岬における津波履歴調査 

（宍倉・他，2011）
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図Ⅲ.11 産業総合技術研究所の調査によるイベント履歴一覧図 

産 業 技 術 総 合 研

究 所 の 資 料 を 基

に作成  
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３．遺跡の液状化痕跡調査  

 

  考古学の遺跡調査において、地震による液状化の痕跡を見る

ことができる。液状化の痕跡は、液状化した砂（礫）層を平面

的に見るだけでなく、地面へ向かって上昇して地震当時の地面

に広がった砂や礫が一連のシリーズとして観察できる（図

Ⅲ .12）。遺跡には、住居跡などの「遺構」や土器などの「遺物」

が多く埋蔵されていることから、これらの年代を基準にして液

状化の発生した年代を限定することにより、その原因となった

地震の発生年代を推定する。  

 このような調査は、最近では、地震考古学調査と呼ばれてお

り、古文書による調査と合わせて整理することにより、液状化

を発生させる原因となった地震及びその震源域との対応を示

す資料として整理することができる。また、古文書の無い時代

あるいは古文書が焼失した時代等についても、考古学的知見か

ら液状化が発生した年代を特定することにより、地震の発生履

歴を明らかにすることが可能となる。ただし、この調査におい

ては、液状化を発生させた地震が、近隣で発生した活断層によ

る地震か、南海トラフで発生した海溝型の地震によるものかを

識別する必要があることに留意する必要がある。  

 

 

図Ⅲ.12 遺跡で見られる液状化跡の模式図（寒川,1997） 
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この調査により、寒川 (1997)は、古文書調査から知られてい

る過去の地震と確認された液状化との関係を対応つけた地震

年表を作成したが、寒川 (2011)では、その後の調査結果を加え

たより詳しい南海トラフの地震年表を作成した（図Ⅲ .13 参照）。 

図Ⅲ .13 からも分かるとおり、寒川 (2011)によると、1099 年

康和地震と 1361 年正平（康安）地震の間に、少なくとも静岡

から淡路島にかけての広範囲で強い揺れとなる海溝型の地震

が発生していたこと、1498 年明応地震は東海地域のみでなく、

四国から紀伊半島の広い範囲で強い揺れとなっていたこと、

684 年天武地震も東海地域から四国地域までが強い揺れとなる

地震であったことが分かる。また、684 年天武地震よりも古い

弥生時代後期中頃、古墳時代に発生していた地震に対応する液

状化跡も確認された。  

これらの資料から、南海トラフで繰り返し発生する地震は、

発生の順序やどの程度の発生間隔があるかは不明であるが、東

海側の地震も南海側の地震もほぼ同時に発生している可能性

が高いと推測される。ただし、1099 年康和地震と 1605 年慶長

地震に対応する液状化痕跡は確認されていない。  
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  図Ⅲ.13 寒川(2011)によるイベント履歴一覧図 

寒川(2011)の資料を基に
作成 
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４．地殻変動調査  

  

1707 年宝永地震、1854 年安政東海地震、1854 年安政南海地

震の際の地殻変動について、古文書調査による研究成果を整理

したものを図Ⅲ .14 に示す。今回新たに収集したのは、都司

(1988)及び宍倉・他 (2008)のデータである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ.14 既往地震の上下方向の地殻変動量 

※宝永地震、安政東海地震及び安政南海地震については、記録がある地点が 

示されているものであり、それ以外の地域でも地殻変動があった可能性がある。

1707 年宝永地震 

＋ 、 － の み は 地 殻 変

動 の 増 減 は わ か る

が 、 数 値 は 不 明

1854 年安政東海地震 
1854 年安政南海地震 
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５．１．～４．の調査のまとめ  

 

古文書調査、津波堆積物・地殻変動痕跡等の調査、遺跡の液

状化痕跡調査による過去の地震の発生履歴をとりまとめたもの

を図Ⅲ .15 に示す。また、古文書調査等による震度分布を図Ⅲ .16

に、津波堆積物調査による津波高をとりまとめたものを図Ⅲ .17

に示す。なお、津波堆積物の調査による津波高は、調査地点の

標高（浜堤がある場合はいずれか高い方の標高）に２ｍの高さ

を便宜的に加えたものとしている。  

南海トラフで発生した過去 1000 年の地震の履歴を見ると、

地震は約 100～150 年の間隔で繰り返し発生しており、1099 年

康和地震と 1361 年正平（康安）地震との間に発生していた地

震を加えると、その発生間隔の平均は、約 120 年である。  

津波については、津波高を過去地震毎に明らかにしようとす

れば、現時点では古文書資料において信頼性が確認されている

ものに依らざるを得ないが、津波堆積物調査等を活用すること

によって、古文書資料からは明らかにできない過去の津波につ

いてもそのおおよその大きさを比較することができる。南海ト

ラフの過去地震に係る１．から４．の調査を総合的に分析すれ

ば、684 年天武地震以降でみると、地域によって違いがあるが、

大きなものとして 1498 年明応地震、1707 年宝永地震による津

波があり、それに近いものとして 684 年天武地震、1361 年正

平（康安）地震による津波がある。また、3500 年前以降で見る

と、約 2000 年前に発生した津波は、1707 年宝永地震による津

波よりも大きかった可能性がある。  

また、ある程度大きな津波を発生させる地震の間隔は、津波

堆積物で見ると 300～400 年、津波で移動した岩の調査からは

400～500 年であるとされている。これらから、今回の検討に

おいては、ある程度大きな津波を伴う地震の発生間隔は、300

～500 年であると整理することとする。  
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Ⅳ．フィリピン海プレートの構造等に関する調査・研究成果  

について  

 

１．フィリピン海プレートの形状等  

 

（１）フィリピン海プレートの構造に関する調査・研究 

 

平成 20 年度から実施している東海・東南海・南海地震の連

動性評価研究プロジェクト（研究代表機関：独立行政法人海洋

研究開発機構）において、探査深度がフィリピン海プレートま

で達する地下構造探査が実施されてきた。その研究成果等を踏

まえ、フィリピン海プレートと陸側のプレートとのプレート境

界面の形状、日向灘付近におけるフィリピン海プレートの構造

について整理した。  

 

① プレート境界面の形状 

図Ⅳ .1 に近年調査された当該海域の詳細な海底地形図を示

す。  

連動性評価研究プロジェクトでは、この海域において多く

の地下構造探査を実施し（図Ⅳ .2）、概ね深さ 20~50km に至

る構造を調査・分析している（図Ⅳ .3）。  

また、プレート境界の形状については、その他最近では

Hirose et al.(2008)、Ide et al. (2010) 等の研究成果があり、

これらの結果を重ねて表示したものを深部低周波地震の分布

と併せて、図Ⅳ .4 に示す。  

 

② 日向灘付近におけるフィリピン海プレートの構造  

 日向灘及びその付近の海域における構造探査により、この

海域付近でのフィリピン海プレートの構造が解析された（図

Ⅳ .5 参照）。これによると、フィリピン海プレートの厚さは、

日向灘の北部から九州・パラオ海嶺にかけて次第に厚くなっ
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ていることが分かった。  

フィリピン海プレートの沈み込むメカニズムを考えると、

プレートが次第に厚くなっていく領域を境にして沈み込みの

様相が異なる可能性がある。  
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図Ⅳ.2 これまで実施された構造探査 

（本検討会第 3 回会合 金田委員資料）

 

図Ⅳ.3 構造探査による速度層構造 

（本検討会第 3 回会合 金田委員資料） 
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図Ⅳ.4 プレート形状 各研究成果のコンターの比較 

 

 
 

 
図Ⅳ.5 日向灘の地殻の構造 

（本検討会第 3 回会合 金田委員資料） 
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（２）プレート運動に関する調査・研究  

 

 フィリピン海プレートと陸側のプレートとの境界面で発生

する海溝型の地震の規模・発生間隔を検討するためには、これ

らのプレートの相対的な運動速度とその方向を明らかにする

必要がある。この解析には、地震による解析ほか、近年ではＧ

ＰＳデータを用いた解析が行われている。  

 南海トラフにおけるフィリピン海プレートの相対的な運動

速度に関する研究例を図Ⅳ .6 に示す。プレートの相対的な運動

速度は、東から西に向かって次第に大きくなっており、駿河湾

あたりでは１年間に約 3cm、日向灘あたりでは１年間に約 7cm

の速度で沈み込んでいる。  

 今後、この運動速度を考慮して、地震モデルにおける断層す

べり量を検討する必要がある。  
 

 
 

図Ⅳ.6 フィリピン海プレートの相対的な運動速度 

Loveless and Meade(2010)の解析結果を基に作図 

 

 

 

プレートの相対的な運動速度（mm/y） 
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（３）フィリピン海プレートと陸側のプレートの境界面の形状  

 

 （１）を踏まえ、想定震源域・想定津波波源域を検討する前

提となるフィリピン海プレートと陸側のプレートの境界の形

状について次のとおり設定する（図Ⅳ.7）。 

 

 ① トラフ軸 

フィリピン海プレートが陸側のプレートの下に沈み込み始

める南海トラフのトラフ軸の位置については、海底地形図を

基に、最深部を滑らかに繋いだ線とした。 

 

 ② 深さ 10km 及び 20km の等深線 

連動性評価プロジェクト(2009)と Hirose et al.(2008)の

結果は、概ね一致している。 

 ここでは、連動性評価プロジェクトによる等深線を基とし、

滑らかに繋いだ線とした。なお、四国東部沖における 10km

の等深線については、海底地形及び Hirose et al.(2008)の

結果を参照し、比較的緩やかな曲率を持つ線とした。 

 

③ 深さ 30km の等深線 

連動性評価プロジェクト(2009)、Hirose et al.(2008)及び

Ide et al.(2010)の結果は、東海から四国の領域においては、

深部低周波地震が発生している領域の海側の境界付近に概ね

一致するものの、紀伊半島西部から四国東部の領域において

異なりが見られる。 

 ここでは、深部低周波地震が発生している領域の南側の境

界付近の深さが、深さ 30km の等深線に相当するとして、その

概ねの境界を滑らかに繋いだ線とした。なお、九州の領域に

ついては、連動性評価プロジェクトによる等深線を基とし、

四国から九州にかけて滑らかに接続した線とした。 
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 ④ 深さ 40km の等深線 

連動性評価プロジェクト(2009)、Hirose et al.(2008)及び

Ide et al.(2010)の 40km 及び 50km の等深線の解析結果を見

ると、九州の領域については概ね類似しているものの、東海

から四国の領域においては異なりが見られる。これは、それ

ぞれの解析手法の分解能の異なりによるもので、深さ 40km

及び 50km の等深線の解析精度は高いものとは言い難い。 

このことから、九州の領域については連動性プロジェクト

による等深線を基とするものの、東海から四国の領域におけ

る 30km よりも深いプレート境界の形状については、30km ま

での等深線を基に設定したプレートの形状から、深い方に直

線的に延長した形状として設定することとした。 

 

以上の考え方で作成した等深線を基にして滑らかに接続し作

成した面をプレート境界とする。 

 

図Ⅳ.7 フィリピン海プレートと陸側のプレートの境界面の形状 

※ 海 底 地 形 図 は 海 上 保 安 庁 提 供 デ ー タ に よ る  

本検討によるプレート境界 

深部低周波地震 

トラフ軸 

深部低周波地震の深い側の境界 
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２．南海トラフにおける津波発生メカニズム 

 

（１）津波発生メカニズムに関する調査・研究  

 

 南海トラフでの津波発生メカニズムの研究として、津波シミ

ュレーションによる過去地震の津波波源域推定の研究が行わ

れている。  

南海トラフで発生する巨大地震の例として、古村・前田（2011）

は、1707 年宝永地震の津波波源域（図Ⅳ .8，Furumura, Imai, 

Maeda, 2011）に加え、トラフ軸寄りの浅部プレート境界 (注 )ま

で拡大する可能性を考え、1707 年宝永地震と 1605 年慶長地震

タイプが同時発生した場合の津波シミュレーションを行って

いる（図Ⅳ.9）。  

また、東北地方太平洋沖地震の震源の破壊過程について、各

研究者が行った津波波形を用いた波源解析の成果を収集・整理

したところ、海溝軸付近が大きくすべっていることが分かって

いる。また、地震波形を用いた震源過程解析の多くも同様の結

果を示している（図Ⅳ.10）。 

注： 1605 年慶長地震をトラフ軸寄りの浅部プレート境界が動いた地震とし

ている。 

 
図Ⅳ.8 1707 年宝永地震の津波波源域の研究例 

（Furumura,Imai,Maeda, 2011）   
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図Ⅳ.9 通常の海溝型地震（宝永地震）と津波地震（慶長地震）の 

連動発生による津波高の変化のシミュレーションの例 

（古村委員提供資料） 

 

図Ⅳ.10 東北地方太平洋沖地震の地震波形及び地殻変動による 

震源過程解析結果（関係論文をもとに気象庁気象研究所作成） 
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（２）分岐断層に関する調査・研究 

  

  トラフ軸付近の探査結果とそれに伴い実施されたボーリング

調査で分岐断層の位置（図Ⅳ .11 中 C）、プレート境界の先端部

（同図中 D）において、断層すべりによると考えられる高温度

履歴を検出し、分岐断層が地震時に動いている可能性があるこ

とが分かった。  

南海トラフは、日本海溝とは異なり、図Ⅳ .12 に示すように

付加体が発達し、分岐断層が明瞭に確認されている。津波地震

を発生させる可能性のある断層として、南海トラフでは、深さ

10km からトラフ軸までのプレート境界面の断層のみではなく、

深さ 10km 付近から海底に向けてプレート境界面の傾きよりも

急角度で延びる分岐断層がある。  

 

 
図Ⅳ.11 分岐断層の分布 

（本検討会第 3 回会合 金田委員資料） 

  

(Sakaguchi et al. ,2011）  
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南海トラフ（熊野灘） 

 

 

 

 

 

図Ⅳ.12 南海トラフと日本海溝の構造比較 

(金田委員提供資料) 

日本海溝（宮城沖） 

付加体 

分岐断層 

プレート上面 

付加体

プレート上面 

変形域 

変形域 

(Park et al. ,  2003) 

(Nakanishi et al. ,  2002 )

(Tsuru et al. ,  2002 )  

(Miura et al. ,  2002 )  
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Ⅴ．想定震源域・想定津波波源域と地震規模  

 

 今回の中間とりまとめでは、最近の科学的知見をもとに、想定

震源域・想定津波波源域をとりまとめるとともに、想定震源域に

対応する地震の規模（暫定値）を推定する。  

 

 今後、最終とりまとめに向けて、引き続き、過去に発生した地

震・津波について解析し、南海トラフで発生する地震・津波の特

徴等を整理するとともに、南海トラフだけではなく東北地方太平

洋沖地震等他の地域で発生した地震・津波の地震モデル（震源断

層モデル・津波断層モデル）についての最新の知見を整理し、科

学的知見に基づく巨大地震モデルを構築することとする。  

 なお、南海トラフの想定震源域・想定津波波源域については、

既に地震調査委員会で検討が進められており、具体的な想定震源

域・想定津波波源域については、その検討成果を踏まえ、地震調

査委員会と連携して検討・設定した。  

 

１．想定震源域・想定津波波源域  

 

 地震学的に考えられる巨大地震モデルの検討に当たっては、

まず、巨大地震を発生させる破壊領域である震源域・津波波源

域の概ねの広がりを想定することが重要である。震源域・津波

波源域としては、偶発的ではなく、物理的に連動してほぼ同時

に発生する可能性がある領域とすることとする。  

こうした考え方に従い、Ⅳ．１．（３）で得られたフィリピ

ン海プレートと陸側のプレートの境界面の形状、Ⅳ．２．で得

られた津波地震の可能性を考慮すると、南海トラフの巨大地震

モデルとして想定する震源域・津波波源域は、以下の領域とす

ることが適切と考える（図Ⅴ.1～図Ⅴ.3）。 

 

 



 47

① 浅い側（トラフ軸側） 

 東海地震に関する専門調査会等で示されたとおり、プレー

ト境界面の温度が 100～150℃となる深さ約 10km より深い

領域でプレートが固着（カップリング）状態にあるとの研究

(Hyndman, 1997)から、強震動を発する領域は、プレート境

界面の深さ 10km より深い領域と考えられる。しかし、東北

地方太平洋沖地震の研究成果を踏まえると、これよりも浅い

プレート境界の深さ 10km からトラフ軸までの領域について

は、強震動を発する可能性は低いが、高い津波をもたらす可

能性のある領域（「津波地震」が発生する可能性がある領域）

として検討する必要がある。  

 このことから、想定震源域についてはプレート境界の深さ

約 10km の等深線にあわせた。また、想定津波波源域につい

てはプレート境界面の深さ 10km からトラフ軸までの領域と

する。  

 

② 深い側（内陸側） 

 東海地震に関する専門調査会等、これまでの検討では、プ

レート境界面の温度が 350～450℃となる深さ約 30km より

浅い領域でフィリピン海プレートと陸側のプレートが固着

（カップリング）状況にあると考えられていた。  

しかし、近年の高感度地震観測網の整備により、これより

も深い領域で、低周波の地震波を発する地震（深部低周波地

震）が観測されるようになった（例えば Obara et al., 2010）。

このような地震が発生するためには、プレートがある程度固

着している必要があり、深部低周波地震が発生している領域

についても、強震動を発生する可能性がある領域として検討

することが適切と考える。  

このことから、想定震源域・想定津波波源域はプレート境

界面の約 30km からそれよりもやや深いと考えられる深部低

周波地震が発生している領域とする。なお、深部低周波地震
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が観測されていない日向灘の領域については、南海トラフで

深部低周波地震が観測されなくなるプレート境界面の深さ約

40km までの領域とする。  

 

③ 東側（駿河湾側） 

 南海トラフのトラフ軸は、駿河湾の北端部で富士川河口断

層帯に向かって延びている。地震調査委員会によると、「富士

川河口断層帯は、通常の活断層ではなく、駿河湾でフィリピ

ン海プレートが陸のプレートの下に沈み込む際に付加体が形

成されたために生じた派生断層の可能性がある」と評価され

ている。  

このことから、想定震源域・想定津波波源域は、駿河湾に

おける南海トラフのトラフ軸から富士川河口断層帯の北端ま

での領域とする。  

 

④ 北東側（静岡・山梨県境付近） 

 北東側（静岡・山梨県境付近）の破壊領域端にあたる富士

川河口断層帯の北端から北西側の領域については、地震活動

が不活発であることから、想定震源域・想定津波波源域はプ

レートの形状が明瞭でなくなる付近までとする。 

 

⑤ 南西側（日向灘側） 

これまで、南西側（日向灘側）の破壊領域端については、

中央防災会議「東南海、南海地震等に関する専門調査会」で

は、1707 年宝永地震以降の地震を基に検討し、宮崎県北部沖

の日向灘の領域あたりまでと考えていた。これより南西側で

はマグニチュード 7.5 前後の規模の地震しか知られていない

が、東北地方太平洋沖地震ではこれまで想定していなかった

福島県沖も連動して断層が破壊されていることから、四国沖

から日向灘にかけて連動して断層が破壊する可能性も考慮す

る必要がある。 
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最近のフィリピン海プレートの形状等に関する研究成果に

よれば、四国沖から日向灘にかけてのフィリピン海プレート

の運動方向には大きな変化はなく、プレートの厚さも概ね同

じ薄い構造であるが、九州・パラオ海嶺が沈み込んでいる付

近で、フィリピン海プレートは厚い構造となっていることが

明らかになった。 

プレートの沈み込むメカニズムからみると、プレートの厚

さ等の構造が異なる九州・パラオ海嶺の付近を境にして沈み

込みの様相が異なり、それよりも北側のフィリピン海プレー

トの厚さが薄い領域は、連動して沈み込む可能性があると考

えられる。 

したがって、駿河湾から九州に至るフィリピン海プレート

が連動して沈み込む境界は、従来考えられていた宮崎県北部

の日向灘の領域よりも更に南西方向に広がり、九州・パラオ

海嶺の北側付近でフィリピン海プレートが厚くなる領域にま

で及ぶとするのが適切と考えられる。 

このことから、想定震源域・想定津波波源域は、九州・パ

ラオ海嶺の北側付近でフィリピン海プレートが厚くなってい

る領域とする。 

 

（参考）相模トラフ沿いの地震、糸魚川－静岡構造線断層帯の地

震及びアウターライズの地震等との連動について 

地震調査委員会は、相模トラフ沿いの地震、糸魚川－静岡

構造線断層帯の地震及びフィリピン海プレート内で発生する

地震（アウターライズの地震など）を南海トラフ沿いのプレ

ート境界地震とは震源域あるいはメカニズムが異なる別地震

であり、別途評価するとしている。  

本検討会においても、地震調査委員会と同じく、南海トラ

フの巨大地震とこれらの地震とは別地震とし、一体性のある

連動発生については想定しないこととする。   
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図Ⅴ.2 新たな想定震源域 

 

図Ⅴ.3 新たな想定津波波源域  

※ 海 底 地 形 図 は 海 上 保 安 庁 提 供 デ ー タ に よ る  

※ 海 底 地 形 図 は 海 上 保 安 庁 提 供 デ ー タ に よ る  
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２．想定地震の規模  

 

一般的に、東北地方太平洋沖地震で見られたように、断層面

積が大きくなれば地震の規模も大きくなる。断層パラメータの

設定の手順は、まず、想定震源域に対応した地震の規模及び断

層すべり量等のマクロ的な断層パラメータを設定し、その後、

想定震源域を３次元的に複雑な曲面構造を持つ小断層に分割

して近似し、破壊開始点、アスペリティの位置と面積、アスペ

リティの断層すべり量とその方向等のミクロ的な断層パラメ

ータ等を検討する。 

これらの検討は、今後、地震モデル（震源断層モデル・津波

断層モデル）を構築する作業の中で検討することになるが、今

回の中間とりまとめにおいては、概ねの規模を把握するため、

想定震源域に対応するマクロ的な断層パラメータ等から、地震

の規模を推定した。最終的な地震の規模については、今後の検

討において震源断層モデル等を構築した時点で決定されるも

のであり、今回の値は暫定的なものである。 

 

（１）マクロ的な断層パラメータ等について 

 

① 地震の規模（地震モーメントとマグニチュード） 

地震モーメント（Ｍo）は、震源断層の総面積（S）と平均

変位量（Ｄ）により、次式で定義される。 

   Ｍo ＝ μ・Ｄ・Ｓ 

      Ｍo:地震モーメント(N・m),μ:剛性率(N/m2) 

      Ｄ：平均変位量(m),Ｓ：震源断層の総面積(m2) 

地震モーメントからマグニチュード（モーメントマグニチ

ュードＭw）の計算は、次式による。 

  log Ｍo = 1.5 Ｍw ＋ 9.1  
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② 地震の規模に関する相似則 

一般的に、地震の規模は、断層面積の大きさに比例し、断

層面積が大きくなればなるほど地震の規模は大きくなる（図

Ⅴ.4）。震源断層の総面積（S）と平均応力降下量（Δσ）を

用いて、地震モーメントは次式で表現できる。この関係は地

震の規模に関する相似則と呼ばれている。 

   Ｍo ＝ ｃ・Δσ・Ｓ3/2 

    ここで、ｃは係数 

 

（参考） 

平均応力降下量と平均変位の関係は、クラック理論から次

式で表される。 

ｃ・Δσ ＝ μ・Ｄ／Ｗ ＝ Ｍo／（Ｗ・Ｓ）  

（Ｗは断層の幅） 

断層の幅と面積の関係を、Ｗ＝Ｓ1/2 とすると、Ｗ・Ｓ＝

Ｓ3/2 となる。 

この考えでは、平均応力降下量は、地震の規模によらずほ

ぼ一定となる。 

 

（２）想定震源域に対応する地震の規模（暫定値） 

 

想定震源域に対応する地震の規模は、上で述べた相似則によ

り、想定震源域の総面積と平均応力降下量から推定する。海溝

型地震の平均応力降下量の分布（ヒストグラム）を図Ⅴ.5 に示

す。今後の検討に当たって用いる暫定的な地震の規模は、海溝

型の地震で得られている平均応力降下量の平均的な値である

３ＭＰa を用いて推定するが、平均応力降下量は、図 V.5 に示

すとおり、ばらつきがあることに留意する必要がある。 
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表Ⅴ.1 新たな想定震源域に対応する地震の規模（暫定値） 

 

南海トラフの

巨大地震 

（暫定値） 

参考 

2011 年東北地方太

平洋沖地震 

2004年スマトラ島

沖地震 

2010 年チリ中部

地震 

面積 
約 11 万 km2 

（暫定値） 

約 10 万 km2 

(約 500km×約 200

㎞) 

約 18 万 km2 

(約 1,200km×約

150 ㎞) 

約 6 万 km2 

(約400㎞×約140

㎞) 

地震モーメ

ント M0(N・m) 

4.5×1022 

(暫定値) 

4.22×1022  

（気象庁） 

6.5×1022 

(Ammon et 

al.,2005) 

1.48×1022 

(Pulido et al.,in

press) 

モーメント

マグニチュ

ード MW 

9.0 

（暫定値） 

9.0 

（気象庁） 

9.0 

（理科年表） 

8.8 

（理科年表） 

 

最終的な地震の規模については、今後の検討により決定する。 
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図Ⅴ.4 プレート境界地震の地震モーメントと断層面積の関係 

（Murotani, Koketsu, and Miyake, 2008） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ.5 プレート境界地震の応力降下量別分布 

(Allmann, B. P., and P. M. Shearer,2009 を基に作図) 

断
層

面
積

(k
m

2
) 

プレート境界地震  
地殻内地震  

0

50

100

150

頻
度

応力降下量[MPa]

0.01 0.1 1 10 100 

中央値：2.98±0.21MPa
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Ⅵ．今後の検討について  

 

これまで述べた想定震源域・想定津波波源域の考え方等を受け

て、平成 24 年 3～4 月を目途に、南海トラフの巨大地震の震源断

層モデル・津波断層モデル及びこれによる震度分布及び津波高等

の推計を含む最終とりまとめを行うこととし、地震調査委員会と

も連携を図りながら、検討を進めていくこととする。  

 

１．震源断層モデル・津波断層モデルの構築  

 

震度分布・津波高を推計するためには、想定した震源域・津

波波源域に対応した断層パラメータ等（地震の規模、破壊開始

点、アスペリティの位置、断層すべり量、津波地震の発生場所

やそのすべり量等）を適切に設定する必要がある。特に、津波

については、津波地震を発生させる可能性のある海底近くにま

で達する浅部断層をどのように設定するかが重要となる。 

今後、今回収集した資料を基に、当該地域で発生した過去の

地震・津波の発生メカニズム等を分析し、南海トラフで発生し

た過去の地震の断層パラメータ等を整理するとともに、東北地

方太平洋沖地震等南海トラフ以外の地域で発生した地震・津波

の断層パラメータを整理する。津波地震の断層すべり量等を含

めて、これらの断層パラメータ等やフィリピン海プレートの沈

み込み量等の科学的知見をもとに、適切な断層パラメータ等を

設定の上、巨大地震モデル（震源断層モデル・津波断層モデル）

を構築し、震度分布及び津波高・浸水域（以下「津波高等」と

いう。）を推計する。 

 

２．震度分布・津波高等の推計 

 

今後、震源断層モデル・津波断層モデルを構築した上で震度

分布・津波高等を推計する。この推計結果が、防災対策で考慮
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すべき最大クラスの震度分布・津波高等となる。これらの推計

手法については、以下のとおりである。  

 

（１）震度分布の推計手法について  

 

中央防災会議（2003）の震度計算は、強震波形計算によって

求められた地表の震度と経験的手法によって求められた地表

の震度とを比較検討し、強震波形計算による結果を主体に、そ

れにより表現できていないところについては、経験的手法によ

る結果も加えて、最終的な震度分布を求めている。これらの手

法については、これらを見直すほどの知見が蓄積されていない

ことから、本検討会の震度計算においても、同様の手法による

こととする。震度分布の推計手法は、以下のとおりである。  

 
図Ⅵ.1 震度分布の推計手法（概要） 

 

これらの計算に用いる地盤モデル（浅部地盤モデル及び深部

地盤モデルにより構成）の構築については、最近の科学的知見

を踏まえ、以下の考え方により、作業を進めることとする。  
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なお、この震度分布の推計は、概ね周期 3 秒未満の短周期地

震動を対象としている。概ね周期 10 秒未満の長周期地震動は

別途検討が必要である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅵ.2 工学的基盤における強震波形計算の概念 

 

地震基盤以深の構造は Hirose et al.(2008)等の研究成果よ

り、計算領域下の平均的な速度構造を用いることとする。  

 

① 浅部地盤モデル  

 a) 地盤メッシュ 

  工学的基盤（平均Ｓ波速度が 0.35～0.70km/s に相当する

地層）よりも浅い地盤の地盤モデル（以下「浅部地盤モデル」

という。）について、これまで中央防災会議（2003）では、

既存のボーリングデータや国土地理院の微地形区分図等か

ら、1km メッシュ（基準地域メッシュ）の浅部地盤モデルを
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作成していた。  

  しかしながら、最近の研究によって、浅部地盤モデルの構

築に不可欠である微地形区分が 250m メッシュで整備されて

きていることを背景として、本検討会では、震度分布の推計

を 250m メッシュで行うこととし、今回の推計に用いる浅部

地盤モデルを、測量基準を世界測地系とした 250m メッシュ

（4 分の 1 地域メッシュ、緯度間隔 7.5 秒、経度間隔 11.25 

秒）で新たに作成することとする。  

 

b)  地盤増幅率 

  従前の浅部地盤モデルでは、地質調査資料（ＰＳ検層及び

ボーリングデータ）を基に、地質調査資料に欠ける部分につ

いては微地形区分図を基にしてきた。今回は、広範囲で地震

観測点があることから、本検討会では、地震観測点がある場

所は地震観測データを基に地盤増幅率を設定することとし、

それが欠けるものについて従前と同様に地質調査資料及び

微地形区分図を用いて、地盤増幅率を求めることとする。  

 

② 深部地盤モデル  

 地震基盤（平均Ｓ波速度が 3km/s に相当する層）から工学

的基盤（平均Ｓ波速度が 0.35～0.70km/s に相当する地層）

までの間の地盤の地盤モデル（以下「深部地盤モデル」とい

う。）について、これまで中央防災会議（2003）では、いく

つかの領域での弾性波探査、常時微動探査により得られてい

る成果から、地震基盤及び工学的基盤の深さの平均的な分布

を内挿して速度構造を求めることで、深部地盤モデルを作成

してきた。  

その後、2009 年に地震調査委員会が、地震動予測地図作成

の一環として実施してきた強震動評価のために全国深部地盤

構造モデルを構築している。  

これを踏まえ、本検討会の深部地盤モデルについては、最
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新の資料を活用して全国を統一して作成している地震調査委

員会による全国深部地盤構造モデルを用いることとする。な

お、今後の強震波形計算結果の震度分布を求めた際に、過去

地震の震度分布や近年の観測記録等との整合性を点検し、必

要に応じて本検討会において深部地盤モデルの一部修正を行

うこととする。  

 

  今後、上記手法に従って、浅部地盤モデル及び深部地盤モデ

ルの構築を進め、震度分布を推計することとする。  

 

（２）津波高等の推計手法について  

 

 ① 津波高等の推計手法 

a)  津波伝播・遡上等の計算手法 

これまで中央防災会議では、津波高等の推計は、平面二次

元の差分法により数値計算することによって求めている。そ

の数値計算に当たっては、陸域側を最小 50m メッシュとし、

外洋側により大きなメッシュ（150m、450m、1,350m）を設

定して、接続計算を行っている。  

今回は、津波の伝播・遡上の計算は平面２次元の差分法に

より数値的に行い、運動方程式は、海底での摩擦及び移流を

考慮した非線形長波理論を用いることとする。  

計算は、陸域側を最小 10ｍメッシュとし、外洋側により大

きなメッシュを設定して（30ｍ、90ｍ、270ｍ、810ｍ）、接

続計算を行う。  

陸上の遡上部分における家屋等の障害物の効果は粗度係数

で表現することとする。海岸構造物について計算領域内の堤

防の高さ等をデータ収集し、それによる効果を反映する。そ

の際、地震や津波によって海岸構造物の機能不全が生じるこ

とを考慮し、施設が全て機能する場合（堤防あり）と全て機

能しない場合（堤防なし）の 2 ケースの計算を行うこととす
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る。  

 

b)  再現時間（計算時間）等 

これまでの中央防災会議においては、再現時間を太平洋沿

岸で 3 時間、瀬戸内海で 12 時間としてきた。しかし、東北

地方太平洋沖地震において、最大の津波高が 1m 以上の津波

観測施設では、12 時間以内に最大の波の到達を観測している

ことから、地震発生から 12 時間を基本とし、津波が十分収

束しない場合には 12 時間以上計算を行うこととする。  

計算に当たっての潮位条件は、平均潮位及び満潮位とする。 

 

②   地形データ等  

a) 陸域 

国土地理院作成の基盤地図情報、各種航空レーザ測量デー

タ及び河川縦横断測量データ等を用いて作成することとする。 

国直轄管理河川及び河口幅概ね 30m 以上の都府県・政令指

定都市管理河川（縦横断測量等のデータが提供されたものに

限る。）については津波の河川遡上を考慮するものとし、それ

に必要な地形メッシュデータ及び構造物メッシュデータを作

成することとする。  

 

b) 海域 

（財）日本水路協会作成の水深メッシュデータや海底地形

デジタルデータ、海上保安庁発行の海図（港泊図、縮尺 1/3,000

～1/15,000）を用いて作成することとする。  
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表Ⅵ.1 中央防災会議（2003）と本検討会の推計手法の比較 

項目 
中央防災会議（2003） 

の津波推計手法 

本検討会 

の津波推計手法 

計算手法 ２次元差分法による数値計算 

基本方程式 
深海域：線形長波式 

浅海域：非線形長波式 
全域：非線形長波式 

陸域の 

メッシュサイズ 
50 m 10 m 

海域の 

メッシュサイズ 
50m、150m、450m、1350m 10m、30m、90m、270m、810m

再現時間 
太平洋沿岸：3 時間 

瀬戸内海：12 時間 

全域：12 時間 
※ただし、未収束の場合は

それ以上計算を行う 

潮位条件 満潮位 平均潮位、満潮位 

堤防条件 堤防あり、堤防なし 

地殻変動 隆起と沈降の両方を考慮する 

 

 

３．今後の検討に当たっての留意事項 

 

① 時間をおいて地震が発生する場合の考慮  

 南海トラフで発生した過去地震では、同時に発生したと思

われるもの（1707 年宝永地震）のほか、32 時間の間隔をお

いて発生した事例（1854 年安政東海地震・安政南海地震）、

約 2 年の間隔をおいて発生した事例（1944 年昭和東南海地震、

1946 年昭和南海地震）などが知られている。  

 南海トラフの巨大地震についての防災対策を検討するに当

たっては、同時に発生する場合が最悪の結果をもたらすもの

とは限らないことから、時間差を持って発生する場合も併せ

て検討することが必要である。例えば、数分から数時間の時

間差の場合には、津波の重なりにより津波高が大きくなり、
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それよりも次の地震発生までの時間が長くなる場合には、復

旧・復興途上の施設に被害を与えたり、社会的な不安を増大

させたりするおそれがある。こうしたことを念頭において、

防災対応として考慮すべき発生パターンについて、別途検討

する必要がある。  

 

 ② 長周期地震動の推計 

 従前の震度分布は、短周期地震動を示したものであり、長

周期地震動は別途検討する必要がある。長周期地震動は、震

源から比較的遠い地域でも震源に近い場所と同等かそれ以上

の揺れや継続時間となる可能性があること、長周期地震動の

影響を受ける超高層建築物が増えていること等から、その対

策を具体的に検討するためには、長周期地震動を推計する必

要がある。  

 現在、地震調査委員会は、想定東海地震、東南海地震等の

「長周期地震動予測地図 2009 年試作版」を作成するなどの

検討を進めている。しかし、長周期地震動の記録波形が少な

いなど、作成したモデルの精度の検証等に課題が多く残され

ている状況にある。  

 地震調査委員会では、引き続き全国の地盤構造モデルの構

築に向けて検討しており、本検討会でも地震調査委員会と連

携して、長周期地震動の推計に必要な地盤モデルと震源断層

モデルの検討を進める。  

 

③ 地盤データ及び地形データの充実  

 今回の検討では、震度分布推計を 250ｍメッシュで、津波

高等の推計を最小 10m メッシュで行うこととしている。これ

らの推計の前提となる浅部地盤モデル作成や地形データベー

スの作成に当たっては、その精度の充実を図るため、関係機

関の協力を求め、地質調査資料（ＰＳ検層、ボーリングデー

タ）や測量関係資料の収集をできるだけ充実させる必要があ
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る。  

 

④ 古文書の内容の確認  

 今回の検討では 1707 年宝永地震よりも前の古文書につい

ても対象としているが、1707 年宝永地震以降の古文書も含め、

これらの古文書は、過去地震による震度分布・津波高を検討

する際の根拠資料になることから、これらの内容の信頼性に

ついて、東北大学が事務局となって整備が進められている「津

波痕跡データベースシステム」など専門家の知見を活用して、

確認作業を進める必要がある。  

 

⑤ 断層パラメータ等の不確定性について  

 平均応力降下量等の断層パラメータ等の設定に当たっては、

過去の地震の事例解析に基づく平均的な値を設定することが

多い。しかし、実際に発生する地震には不確定性があり、そ

の設定値を超える場合もある。断層パラメータの設定に当た

っては、このような不確定性をどのように取り扱うかについ

て、今後検討する。  
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開催経緯 

 

 

○第１回 平成 23 年 8 月 28 日（日） 

  ・南海トラフの巨大地震モデルの検討の方向性について 

 

○第２回 平成 23 年 10 月 3 日（月） 

  ・津波堆積物調査について 

・文部科学省地震調査委員会海溝型分科会の検討状況について 

 

○第３回 平成 23 年 10 月 25 日（火） 

  ・南海トラフの連動の考え方について 

・南海トラフの地下構造の研究状況について 

 

○第４回 平成 23 年 11 月 15 日（火） 

  ・フィリピン海プレートの形状の考え方について 

・浅部地盤モデルの構築について 

 

○第５回 平成 23 年 11 月 24 日（木） 

  ・歴史地震（地震考古学、津波堆積物）について 

  ・津波推計の考え方について 

 

○第６回 平成 23 年 12 月 12 日（月） 

・深部地盤モデルの構築について 

・中間とりまとめ（素案）について 

 

○第７回 平成 23 年 12 月 27 日（火） 

・中間とりまとめ（案）について 
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